	実施年度

平成　　年度

継続事業
の場合

開始年度

平成　　年度

最終予定年度
平成　　年度

有機農業総合支援対策　（地域有機農業推進事業）　実施計画書

事業実施主体名：
都道府県名：
関係市町村名：



（別紙様式第１号－Ｅ）
第１　事業計画総括表

　１　事業計画総括表（全体計画）
	都道府県
及び関係

市町村名
	実施期間
	事業実施

主体名
	対象作目等名（作物名）
	受　益
	事　業　内　容
	事　業　量

（設置面積、規模・処理能力等）
	全　体

事業費
	補助金額
	自己資金
	その他
	備考

	
	
	
	
	戸数
	面積、出荷量、処理量等
	
	
	
	
	
	
	

	○○県

○○市

○○町

	
	○○○
	
	戸

	ha,t

	
	
	千円

	千円

	千円
	千円

	

	計
	
	
	
	
	


（注）１　「対象作目等名（作物名）」の欄については、水稲、麦・大豆、資料作物、その他の土地利用型作物（作物名）、野菜、果樹、茶、その他（作物名）の別に記載する。

　　　　　　２　「事業内容」の欄については、実施要領第３に掲げる事業の内容を記載する。

　　　　　　３　「計」の「備考」欄には、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には、「除税額○○○円、うち国費○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記載する。

　　　　　　４　記載欄については、適宜拡張して必要事項を記載する。ページ数の増も可とする。（以下同じ。）

　
２　事業計画総括表（当該年度）
	実施

年度
	事業内容
	前年度まで
	当　該　年　度
	翌年度以降
	備考

	
	
	事業量

（設置面積、規模・処理能力等）
	事業費
	補助金額
	事業量

（設置面積、規模・処理能力等）
	事業費
	補助金額
	自己資金
	その他
	事業量

（設置面積、規模・処理能力等）
	事業費
	補助金額
	

	
	
	
	千円
	千円
	
	千円
	千円
	千円
	千円
	
	千円
	千円
	

	
	計
	
	
	計
	
	
	
	
	計
	
	
	


（注）１　「事業内容」の欄については、実施要領第３に掲げる事業の内容を記載する。

　　　　　　２　「計」の「備考」欄には、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には、「除税額○○○円、うち国費○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記載する。

　　　　　　３　記載欄については、適宜拡張して必要事項を記載する。ページ数の増も可とする。（以下同じ。）

第２　事業対象地区の状況

　１　地区の立地条件（自然的条件（気象・土壌等）、社会的・経済的条件）

	


　２　地区の農業の状況

	地区名

（関係市町村、集落等）


	販　売

農家数

（戸）
	農地面積（ha）
	家畜の

飼養頭数

（頭羽数）
	農産物の

販売額

（百万円）
	農作物の作付面積（ｈａ）
	備考


	
	
	水田
	畑
	樹園地
	
	
	水稲
	麦・

大豆
	飼料

作物

	その他土地

利用型作物

（そば等）
	野菜
	果樹
	茶
	その他
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	うち有機農業（平成○年度）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　（注） 上表において、「有機農業」は、①有機ＪＡＳの認証を受けているもの、②有機ＪＡＳと同等の取組、③特別栽培農産物の表示に係るガイドラインにおいて栽培期間中節減対象となる化学合成農薬・化学肥料不使用に該当する取組とする。「うち有機農業（平成○年度）」の欄には、これら①から③までの取組のうち応募者の把握している取組に係るデータを記載するとともに、「備考」欄には、どの取組に係るデータであるかを記載する。

第３　事業の実施方針

　１　地区の現状と課題

	


　　　（注）事業実施対象地区における①地域の環境保全上の課題、②地域の農業振興上の課題、③地域を活性化する上での課題等について具体的に記載する。
　２　有機農業を核とした地区の農業振興の方針

	


（注）「有機農業の推進に関する基本的な方針」（平成１９年４月２９日公表）、都道府県の有機農業の推進計画の内容等も踏まえつつ、１の課題に対応させて記載する。
３　事業の成果目標

	目   標
	具体的な成果目標
	現　状　値

（平成　　年）
	目　標　値

（平成　　年）

	
	
	
	

	
	
	
	

	その他

	
	
	


（注）１．本表において｢有機農業｣とは、有機ＪＡＳに相当する取組（認証の有無は問いません）のほか、特別栽培農産物の表示に係るガイドラインにおける栽培期間中、化学肥料・化学合成農薬不使用に該当する取組を含むものとする。

２．「目標」には、①「有機農業を行う農業者の育成・確保」、②「有機農業により生産される農産物の生産・流通・販売の拡大・定着」、③「有機農業に対する消費者等の理解と関心の増進」のいずれか１以上を設定する。この場合、複数の目標を設定する場合は、本表の欄を適宜追加して記載する。
　　　　　　　　また、「その他」の欄には、①から③までには該当しないものの応募者が有機農業の振興のために設定する目標（例えば、協議会の構成市町村、農業関係団体等の拡大、有機農業に準ずる栽培基準(地方公共団体や流通・小売業者が独自に設定する基準等)を満たす農産物の生産に係る目標など）がある場合に、その内容を記載する。
３．「具体的な成果目標」は、２で設定した「目標」について、数値（人数、面積、数量、金額、回数、割合等）での把握が可能な具体的な目標の内容を設定するものとする。

　　　　　この場合、複数の「具体的な成果目標」を設定する場合は、本表の欄を適宜追加して記載する。

　　　　　　４．「目標値(平成　年)」の欄は、事業実施期間の最終年度の翌年の目標値を記載する。
４　事業の実施体制

（１）事業実施主体（協議会）の構成
	設立年月日


	構成団体等の名称
	担　当　者
	担当する項目
	備　　考

	
	
	氏　名
	役　職　名
	
	

	平成○年○月○日
設立（予定）


	
	
	
	総括責任者
	

	
	
	
	
	会計担当
	

	
	
	
	
	○○担当
	

	
	
	
	
	○○担当
	

	
	
	
	
	○○担当
	

	
	
	
	
	○○担当
	


（注）１．申請時点で協議会が設立されていない場合は、設立年月日欄には設立予定の年月日を記載する。
　　　　　　２．事業の実施に当たって、協議会は、規約及び会計処理の内規を定める。これらの規程を定めていない場合は、別紙の作成例を参考に作成し、本計画書に添付する。なお、申請時点で規約及び会計処理の内規を定めていない場合でも、それぞれの案を提出する。
　　　　　　３．「担当者」欄には、協議会の活動を直接担当する者の氏名、役職名を記載する。

　　　　　　４．「担当する項目」欄には、協議会の規約に即し、第４の事業内容と整合がとれた内容を記載する。なお、「総括責任者」及び「会計担当者」は必ず記載する。

（２）本事業の推進体制

	


（注）応募者と市町村、都道府県、農協その他の関係機関・団体等との連携、協力、役割分担等の関係が分かるように記載する。
第４　事業の内容
　１　有機農業の参入希望者に対する指導・助言
	指導・助言者（案）
	指導・助言内容
	対象者・人数
（予定）
	時期・回数
（予定）
	備　考

	氏　名
	所属・役職
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


２　地域の立地条件に適応した有機農業の技術を確立するための実証ほの設置
（１）実証ほの設置
	実証ほ場の設置場所（予定）
	対象作目及び

作物名
	実証の内容
	面積、供試量等
（予定）（a、t/10a）
	管理主体

	対象農家

戸数
	備　　考

	
	
	
	
	
	
	


（２）その他技術の確立のために必要な取組（研修会の参加等）
	実施予定
（予定）
	実施予定
（予定）
	対象作目
及び作物名
	取組内容


	面積、供試量
人数等（予定）
	管理主体

	備考



	
	
	
	
	
	
	


３　有機農業により生産される農産物の流通・販売の促進活動
	実施時期（予定）
	実施場所（予定）
	対象者・人数（予定）
	取　組　内　容
	備　　考

	
	
	
	
	


　　（注）「取組内容」の欄には、有機農業により生産される農産物の特徴等をＰＲする取組、実需者や流通・販売業者等との打合せ、試供品の提供、各種イベントの開催又は参加、農産物の成分分析など流通・販売の拡大のための取組内容を記載する。
４　消費者等に対する普及啓発、有機農業者と消費者の交流活動
	実施時期（予定）
	実施場所（予定）
	対象者・人数(予定)
	取　組　内　容
	備　　考

	
	
	
	
	


　　（注）「取組内容」欄には、シンポジウムの開催、インターネットや広報誌等の活用、食育や地産地消、農業体験学習、都市農村交流等の活動など、有機農業に対する消費者の理解と関心の増進、有機農業と消費者との相互理解の増進に資する内容を記載する。
５　その他この事業の目的を達成するために必要な取組（種苗交換会等）
	実施時期（予定）
	実施場所（予定）
	取組内容
	参加人数（予定）
	取組が必要な理由
	備　　考

	
	
	
	
	
	


第５　年間スケジュール

	事　項
	月別実施計画　（予定）
	備　　考


	
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）第４に記載した項目について、それぞれ年間の活動計画が分かるように記載する。

第６　関連事業の内容

	事業名


	事業実施主体
（予定）
	事業実施
期間
（予定）
	全　体
事業費
	
	事業内容

	対象地域(受益地区）

	対象者
（受益農家等）


	申請事業
との関係


	
	
	
	
	
事業費

(予定)
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	国費(予定)
	
	
	
	

	
	
	
	千円

	千円

	千円

	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　（注）１．本表は第３の２の「有機農業を核とした地区の農業振興の方針」、同３の「事業の成果目標」の実現に向けて、地域においてこの度申請する地域有機農業推進事業に加え、他に事業を実施、又は実施を予定している場合（例えば、強い農業づくり交付金や農地・水・環境保全向上対策（営農活動支援）などの国庫補助事業、都道府県や市町村の単独事業、制度資金、民間団体等による助成事業など）に記載する。

２．「申請事業との関係」の欄には、本表に記載の関連事業とこの度申請する地域有機農業推進事業との事業内容の仕分けの考え方、双方の事業の効果的な連携の考え方について簡潔に記載する。

第７　次年度以降の本事業の実施予定

	実施年度
	主な取組内容（予定）
	目指す成果

	平成　　年度

	
	

	平成　　年度

	
	

	平成　　年度

	
	


　　（注）１．本表は、次年度以降継続して事業の提案を行うことを予定している場合に記載する。

　　　　　２．目指す成果の欄には、第３の３の事業の成果目標の内容を踏まえつつ、年度ごとに本事業を通じて実現を目指す成果について具体的に記載する。

第８　協議会を構成する地方公共団体における有機農業推進体制

	地方公共団体名　　　


	　地方公共団体における

　担当部局名（連絡先）
	　設立（予定）年月日

	推進体制の名称

	構成員（所属等）



	
	
	
	
	


　　　（注）１．既に推進体制を整備している場合は、運営規約、協議会名簿等体制の概要が分かる資料を添付する。

　　　　　　２．本事業を応募する協議会と同じ場合は、「地方公共団体名」及び「地方公共団体における担当部局名（連絡先）」を記入し、「推進体制の名称」に「応募団体と同じ」と記入する。

　　　　　　３．整備していない場合は、２１年度中の整備に向けた現時点での予定を記入する。

第９　協議会を構成する地方公共団体における有機農業推進計画
	地方公共団体名　　　


	　地方公共団体における

　担当部局名（連絡先）
	　策定（予定）年月日

	推進計画の名称

	備考



	
	
	
	
	


　　　（注）１．既に推進計画を策定している場合は、計画の本文を添付してください。

　　　　　　２．策定していない場合は、２１年度中の策定に向けた現時点での予定を記入してください。

第８　添付資料

１　事業対象地区の位置図

２　都道府県作成の有機農業推進計画の写し（作成されている場合のみ）

３　受益地域内の市町村等が作成した有機農業の振興に関する計画又はその案の写し（作成されている場合のみ）

４　協議会の規約、事業体制、会計規程等の写し（様式任意、別紙参照）
５　過去の農林水産省等の国庫補助事業の取組実績に関する資料（協議会を構成する団体が実施したものを含む。様式任意）
６　本実施計画書の記述内容を補完する資料、関係資料（様式任意、提出可能なもので可。）
平成２１年度
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